	経済情勢トピックス《近畿の消費動向》


	近畿の消費動向は、実収入の増加に伴って25年には全国よりも堅調に推移したが、26年に入ってからは、その勢いが弱まってきた。


　消費税率引上げ後の消費は、駆け込み需要の反動減により落ち込んだ後、回復過程にはあるものの、天候不順等もあり勢いに欠ける状況である。そうした中で、大阪・近畿の消費動向は、全国と比べて底堅さを保っているのであろうか。以下、リーマンショック後の近畿の消費動向を全国との対比からみていく。
1. 近畿の消費は25年に堅調に推移
（１）供給側からみた動向
地域の足元の消費動向をみる代表的な指標は、大型小売店販売額である。近畿の大型小売店販売額は、リーマンショックが発生した平成20年の10～12月期から大きく落ち込み、21年、22年と全国よりも減少幅が大きかった（図１）。その後の回復過程でも、23年の東日本大震災の影響で一時的に全国を上回る他は、全国よりも低調に推移した。
しかし、いわゆるアベノミクスへの期待がみられるようになった24年10～12月期以降は、全国を上回る増加率で推移している
。
図１　大型小売店販売額の増減率
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（出所）近畿経済産業局「大型小売店販売状況」

（注）百貨店＋スーパー。全店ベース。前年同期比。
大型小売店販売額は、消費動向を百貨店とスーパーという、主に商品に関して一部の供給者からみた統計であり、他の業種業態では異なる動きとなっている可能性もある。
そこで、内閣府の「景気ウォッチャー調査」についてみておく。この調査対象には、小売関連でも、「商店街・一般小売店」や「衣料品専門店」など他の業態が含まれ、飲食関連やサービス関連も含まれている。景気の現状判断DIについてみると、24年末から急速に上昇し、近畿は全国を上回って大きく改善した（図２）。その後、横ばいで推移し、消費税の反動で落ち込んだ後の回復にはもたつきがみられるものの、近畿は概ね全国を上回って推移している。
図２　景気の現状判断（方向性）DI（家計動向関連） 
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（出所）内閣府「景気ウォッチャー調査」
（２）需要側からみた動向
供給側の統計の場合には、外国人観光客など域外からの需要が含まれ、近畿圏内の住民ベースでは堅調とは言えないかもしれない。需要側の状況を確認できる速報性のある調査としては、家計収支の実態を金額ベースで把握した総務省の「家計調査」がある。

総務省の「家計調査」は全国で約9,000世帯を調査している。金額ベースの調査としては標本数は多くないので、地域単位でみると変動が大きいが、近畿は、大型小売店販売額や景気の現状判断DIでみたのと同様に、25年は全国を上回って推移している（図３）。ただし、26年に入ってからは全国と同程度の増減率となっている。
図３　消費支出の増加率（名目）
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（出所）総務省「家計調査」

（注）二人以上の勤労者世帯。月次データから四半期平均を求め、前年同期比を算出した。

２.　実収入の増加による消費支出の増加

近畿における消費支出は、25年には全国よりも堅調に推移したが、その背景としては、収入の増加が考えられる。実収入の増減率をみると、25年４～６月期、７～９月期に大きく増加した（図４）。これは、世帯主の勤め先からの収入増加が大きく寄与しているが
、それに加えて世帯主の配偶者収入の増加も寄与している。後者については、この時期に、世帯主の配偶者のうち「女」の有業率が上昇したことが要因とみられる。

近畿の雇用者数の増減をみても、24年から25年にかけて「女」の雇用者が増加している(図５)。

こうしたことから、近畿では、25年には女性の有業率の高まり等により、収入が増加し、消費が活性化したと考えられる。
しかし、こうした動きは、26年に入ってから弱まっている。

図４　実収入の増加率
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（出所）総務省「家計調査」

（注）二人以上の勤労者世帯。

図５　雇用者の増加率（近畿）
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（出所）総務省「労働力調査」

３．おわりに

　リーマンショック後、低調に推移していた近畿の消費は、25年には女性の雇用者の増加などにより、全国よりも堅調に推移した。
しかし、26年に入って消費税率の引上げ後は消費が落ち込み、回復の足取りは重い。26年に入って実収入が減少に転じ、全国と比べても弱い動きを示していることから、今後とも注視していく必要がある。
（町田　光弘）

�　府県別にみると、大阪市内百貨店の増床が近畿の大型小売店販売額を押し上げており、大阪府以外の近畿では全国を下回っている。ただし、22年までは大阪府の落ち込みが大阪府外の近畿よりも大きく、改装等により大阪府外へと流出した購買力が24年以降に大阪府へ戻ってきたため、大阪府以外の近畿の販売額が弱くなったという側面がある。ちなみに、25年の大阪府の近畿内でのシェア45.7％は、19年当時（46.0％）と同程度であり、7年の49.1％と比べると依然として低いシェアである。





図　大型小売店販売額の増減率
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（出所）近畿経済産業局「大型小売店販売状況」


（注）全店ベース。


� 大阪府について「毎月勤労統計調査」を用いた分析では、名目賃金指数は、25年には全国よりも低く推移していたが、これは、パートタイム労働者数の増加に伴い雇用者一人当たり現金給与額が減少したことによるもので、25年の雇用者所得総額は大阪府・全国ともに増加基調であり、大阪府の賃金動向は必ずしも弱いとは言えないとしている（『おおさか経済の動き』平成25年10～12月版、pp.6-8）。
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